
■財務書類の説明 （平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

普通 連結
103億9千万円 173億2千万円

１．人にかかるコスト
（１）人件費 27億7千万円 29億4千万円
（２）退職引当金繰入等 3億3千万円 3億4千万円

行政コスト計算書（PL)

財務４表の公表について

【純資産変動計算書 （ＮＷ）】
企業会計上作成されていない公会計特有の損益外の純資産変

動を表示したもので、資源の調達として、原則として資金取引
を伴う当期に費消可能な資源流入である「財源」と、資金以外
の形態をとる将来利用可能な資源の流入である「資産形成充当
財源」を示すとともに、資源の配分として、当期に費消可能な

【貸借対照表 （ＢＳ）】
企業会計においても作成される貸借対照表に相当し、市の財

政状態を一目でわかるようにしたものです。
ストック情報（資産及び負債の残高）を表示し、固定資産・

負債を含む経済的資源、財務構造、資産負債の価格変動による
影響、流動性、支払能力、環境変化への対応能力を示すもので

経常費用
◇行政コスト計算書の用語解説
■経常費用
毎会計年度経常的に発生する経費

■人にかかるコスト
議員歳費、職員給料など

■物件費

■問い合わせ先 企画財政課 ℡22-6825

■純資産比率

山県市（普通） 72.6％

山県市（連結） 67.8％

「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」(平成18年８月国通知）に基づき、国の作成基準に準拠した企
業会計の慣行を参考とした財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計画書の４表）を普通会
計及び関連団体等を含む連結ベースで作成しました。この財務書類は、国の示した基準モデル（資産評価と台帳整備及び複式
簿記の適用）を採用しました。

純資産比率 ＝ 純資産合計 ／ 資産合計
地方公共団体が持つ資産のうち、正味の財産、すなわち住民の持ち分の割合を示していま

す。民間企業の財務能力の判断においては、それと同時に資産の過去の世代の拠出によっ
て得られたものなのか、将来世代の負担で形成されたかを表します。地方公共団体では、６
割が標準とされています。この数値が高いほど現世代が将来世代も利用可能な資源を蓄積

２．物にかかるコスト
（１）物件費 2億5千万円 6億0千万円
（２）減価償却費 10億6千万円 11億0千万円
（３）維持補修費 3億3千万円 5億7千万円
（４）その他 16億2千万円 17億7千万円

３．移転支出的なコスト
（１）他会計への支出 12億3千万円 12億6千万円
（２）社会保障給付 14億6千万円 14億7千万円
（３）補助金等移転支出等 9億7千万円 65億9千万円

４．その他のコスト
（１）公債費（利払） 3億7千万円 6億8千万円

5億5千万円 15億9千万円

（平成24年3月31日） 使用料・手数料等 5億5千万円 15億9千万円

普通 連結 普通 連結 純経常行政コスト
１．公共資産 １．固定負債 （経常費用 － 経常収益） 98億4千万円 157億3千万円

（１）事業用資産 267億9千万円 276億6千万円 （１）地方債 206億0千万円 319億7千万円
（２）インフラ資産 572億0千万円 763億8千万円 （２）退職手当引当金 31億8千万円 31億9千万円

（３）売却可能資産 6億1千万円 6億1千万円 （３）その他 0千万円 1千万円 （平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

財源」を示すとともに、資源の配分として、当期に費消可能な
資源の流出である「財源の使途」と将来利用可能な資源の流出
である「資産形成充当財源の減少」を示したものです。【行政コスト計算書 （ＰＬ）】

企業会計における損益計算書に相当し、フロー情報（１会計
期間中の取引）を表示しています。
収益及び費用を構成要素とする損益勘定に対応する部分を表

示しますが、企業会計においては、営利追求を目的とし、一定
期間の利益を表示することを目的にしていますが、自治体にお
いては行政コストとして活動に要する総費用（フルコスト）と
純経常費用（ネットコスト）を計算・表示することを目的とし
ています。

影響、流動性、支払能力、環境変化への対応能力を示すもので
す。

経常収益

貸借対照表（BS)
資産の部 負債の部

純資産変動計算書（NW)

■物件費
消耗品費、燃料費、備品購入費、印刷製本費、光熱

水費など
■減価償却費
事業用資産の価値の減少額

■社会保障給付
児童手当や生活保護など社会保障給付など（扶助費

関係）
■補助金等移転支出等
負担金や補助金、補償金など

■公債費（利払）
公債費の利息

■経常収益
受益者負担による施設使用料・手数料など

■純経常行政コスト
税収等で賄われる金額

【資金収支計算書 （ＣＦ）】
企業会計上のキャッシュフロー計算書に相当するものです。
資金収支計算書は、現金収支のフローの面から財政状態をみ

たもので、現金主義の決算書と同様です（但し、現行の決算上
は繰越金を収入とみていますので金額はその分変わります）

（３）売却可能資産 6億1千万円 6億1千万円 （３）その他 0千万円 1千万円 （平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

普通 連結
期首純資産残高 703億9千万円 825億2千万円

２．投資等 ２．流動負債
（１）投資及び出資金 6億4千万円 6億4千万円 （１）翌年度償還予定地方債 22億1千万円 25億1千万円 純経常行政費用 ▲98億4千万円 ▲158億2千万円

（２）貸付金 0千万円 0千万円 （２）その他 1億3千万円 2億3千万円 調達源泉
（３）基金等 93億5千万円 99億5千万円 税収 35億2千万円 35億2千万円

負債合計 261億2千万円 379億1千万円 社会保険料 14億7千万円
３．流動資産 移転収入 70億4千万円 120億7千万円

（１）資金 6億5千万円 20億0千万円 その他 29億4千万円 35億5千万円
（２）未収金 1億8千万円 5億3千万円 純資産合計 693億0千万円 798億6千万円

資産評価替・無償受入 ▲0千万円 ▲0千万円
資産合計 954億2千万円 1177億7千万円 負債及び純資産合計 954億2千万円 1177億7千万円 その他 ▲47億5千万円 ▲74億5千万円

期末純資産残高 693億0千万円 798億6千万円

（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）資金収支計算書（CF)

◇純資産変動計算書の用語解説
■期首純資産残高
平成22年度（前年度）末の純資産残高

■調達源泉
純資産の財源をどのように調達したかの分類

■資産評価替・無償受入
資産（固定資産、出資金、有価証券など）の再評価

による損益

純資産変動計算書（NW)

純資産の部

（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

普通 連結
１．経常的収支 23億7千万円 29億8千万円
２．資本的収支 ▲10億9千万円 ▲13億6千万円
３．財務的収支 ▲15億6千万円 ▲20億5千万円
当期収支 ▲2億8千万円 ▲4億3千万円
期首資金残高 9億2千万円 24億2千万円
期末資金残高 6億5千万円 20億0千万円

（基礎的財政収支）

収入総額 123億2千万円 200億0千万円
支出総額 ▲126億0千万円 ▲204億3千万円

地方債発行額 ▲9億3千万円 ▲10億6千万円
地方債元利償還額 24億9千万円 31億1千万円
その他

基礎的財政収支 12億8千万円 16億2千万円

■固定負債
支払期限が1年を超えて到来する負債

■地方債
金融機関などからの借入金残高

■退職手当引当金
年度末に全職員が退職した場合に支払うべき金額（積立

金の不足額）
■流動負債
支払期限が1年以内に到来する負債

■純資産
現在までの世代が負担した金額で、正味の資産

資金収支計算書（CF)

◇資金収支計算書の用語解説
■経常的収支
市政を運営する上で毎年度継続的に収入、支出され

るもの
■資本的収支
道路や学校、公園など主に公共資産形式のための支

出及び財源
■財務的収支
地方債の償還額、外郭団体への出資金などの経費及

び財源
■基礎的財政収支
過去の債務に係る元利払い以外の支出と公債発行な

どを除いた収入との収支。プライマリー・バランス
ともいう。

◇貸借対照表の用語解説

■公共資産
土地・建物などの固定資産で長期に利用する資産

■事業用資産
庁舎、学校、福祉施設、観光施設などの底地、構築物な

ど
■インフラ資産
道路、公園、橋梁、下水道などの底地、構築物など

■投資等
公共資産を除く長期に所有する目的の資産

■投資及び出資金
政策目的で外郭団体などに出資した資金

■基金等
長期の保有を目的とした資産

■流動資産
原則として１年以内に現金化できる資産


